
NO 63
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 5 11 220.0% 平成３０年度

令和元年度 5 10 200.0% 令和元年度

令和２年度 5 － － 令和２年度 － －
景観表彰制度の⼀つである区⺠景観セレクションの応募数は増加傾向となっており、引き続き景観表彰制度の運⽤を通じ
て、良好な景観に対する区⺠、事業者等の意識の向上や共有化を進めていく必要があることから「継続」評価とします。

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

指標１
区民景観セレクションの選定件数

指標２
 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・⼀部廃止　　　　４廃止

0 0

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・⼀部廃止　　　　４廃止

 ７ 事業内容 　良好な景観形成は⻑い年⽉をかけ実現させていくものであり、その推進のための事業は完結する性質ではないことから、今後も継続していく
ことが重要です。その上で、専⾨的⾒地及び区⺠⽬線から審議を⾏い、港区の地域特性を踏まえた制度設計や運⽤に繋げていくために景観
審議会の開催は必須です。
　また、景観表彰制度は港区景観条例第４条第４項に基づく景観に対する意識の普及啓発を図る⼿段であり、これに対し地域の⾝近な
景観に対する意識の向上を図るために創設した「区⺠景観セレクション」は、実施４年⽬の令和２年度は108件の応募があり、応募数は増
加傾向となっています。引き続き景観表彰制度の運⽤を通した、良好な景観に対する区⺠、事業者等の意識の向上や共有化を進めていく
必要があります。
　更に、「次期基本計画策定に向けた区⺠意識調査」（令和元年5⽉〜6⽉調査）及び「第32回港区⺠世論調査」（令和元年10⽉〜
11⽉調査）の設問「重点課題のうち特に重点的に取り組むべき課題」に対する回答では、「まちづくり・景観」が両調査とも32.7%と非常に
⾼い結果となっており、景観に対する区⺠の関⼼の⾼さが伺えます。また、「みなとタウンフォーラムにおける具体的提⾔」では、「魅⼒ある街並
み景観の形成」に関連し９項⽬もの提⾔があることからも、景観への期待が裏付けられているものと考えます。

①景観審議会は、年間２〜４回程度実施します。
　委員は、学識経験者７名　区⺠委員３名により構成されています。
②「区⺠景観セレクション（対象︓区⺠が誇り、愛着を持つ景観として応募されたもの）」、「景観街づくり賞・奨励賞（対象︓区と景
観協議を⾏った⺠間施設）」「景観街づくり賞特別賞（対象︓区⻑が特に認めるもの）」の3つの賞で表彰を実施しています。
表彰対象となる施設等は「景観表彰選定審査会」により選定します。
選定された施設等は、パンフレットの作成や区役所・総合支所でのパネル展示などにより広く周知するとともに、施設の建築主等に対し
て表彰状及び記念品を贈呈します。

 ８ 事業実績・指標

 平成9年 3⽉　港区景観マスタープラン　策定（景観に関する取組を開始）
　　14年 3⽉　港区都市景観づくり要綱　制定（建築計画に対して景観アドバイザー制度を活⽤した助⾔・指導を開始）
　　16年 6⽉　景観法　交付
　　21年 6⽉　港区景観条例　施⾏（港区は景観団体になる）
　　　　 8⽉　港区景観計画　策定（景観計画に定める景観形成基準に基づいた助⾔・指導や、景観に対する意識啓発を開始）
　　27年12⽉　景観計画　改定（より多くの建築物等に対してきめ細やかな景観の誘導を⾏う）

令和２年度 100.0% 2,469 0

2,046 0 0 0

平成３０年度 100.0% 1,813 0 0

－ － －

財源内訳

 ６ 背景、経緯 年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 その他

0

令和元年度 100.0%

①　区の良好な景観の形成に関する重要な事項について調査審議する「港区景観審議会」の運営を⾏います。
②　良好な景観の形成に対する区⺠等及び事業者の意識を⾼め、その啓発に努めるため、良好な景観の形成に関して功績のあった
施設や活動、区⺠が愛着を持つ景観などを表彰します。

令和２年度 2,469 － －

1,524 80.6%

 ５ 事業説明文 令和元年度 2,046 0 0 2,046 1,539 75.2%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 ４ 施策名 　②　地域特性を⽣かした魅⼒のあるまち並み景観の形成 平成３０年度 1,813 78 0

 ３ 政策名 （２）魅⼒的な都⼼⽣活の舞台をつくる 年度 当初予算額 流用

1,891

 ２ 基本政策 　１　都⼼の活⼒と安全・安⼼・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 街づくり支援部　都市計画課

 １ 事業名 　景観形成推進  １０ 事業費の状況



NO 64
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 80 82 102.5% 平成３０年度

令和元年度 60 36 60.0% 令和元年度

令和２年度 80 － － 令和２年度 － －

 ３ 政策名 　(5)　自助・共助・公助により災害に強い都⼼づくりを進める

 ４ 施策名 　①　地震などの自然災害の防災対策の充実

指標２

港区被災市街地復興整備条例において、被災時には区⺠、事業者は協働して地域の復興を進めることとしています。
地域協働復興を円滑に推進するため、区⺠、事業者を対象に被災のおそれのある地域等を選定し、事前の災害復興
体制の確⽴に向け復興まちづくりの模擬体験を⾏うものです。

指標１
復興まちづくり模擬訓練への参加延べ人数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・⼀部廃止　　　　４廃止

復興区⺠組織の育成や意識の醸成につながる本事業は、訓練の実施主体を、都市計画課から総合支所に変更することで、
事業の効果性を⾼めることが期待できます。本事業は実施主体を変更の上、実施することから「継続」評価とします。

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

3,190 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・⼀部廃止　　　　４廃止

　これまでの訓練を通じて以下のような成果を得ています。①復興区⺠組織の育成については、その⺟体となる防災協議会や
町会が積極的に取り組めています。②訓練への参加者は地域協働復興の考え⽅やプロセスを習熟することができました。③平
時から地域のつながりを考える機会となるなど、意識の醸成につながっています。
　区⺠、事業者、⾏政が連携し取り組むことで「地域⼒をいかした地域協働復興」による復興を⽬指しており、そのために本訓
練は極めて重要です。さらに近い将来に発⽣が危惧される⾸都直下地震を踏まえ、震災復興基⾦の積み⽴てなどにも取り組
んでいることから、被災後の区⺠⽣活の早期の再建やまちの復興に向け事前から取り組む本訓練は継続する必要があります。
　当該訓練は都市計画課が事業所管として予算確保し、該当する総合支所のまちづくり課へ執⾏委任し運営している執⾏
体制を、総合支所まちづくり課が所管課としていくことで、事業の効果性を⾼めます。 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 3,232 0 0 0

令和元年度 100.0% 3,218 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

関係法令等の経緯
　平成　7年　　　被災市街地復興特別措置法　施⾏
        25年 7⽉　港区震災復興マニュアル　作成
　　　 26年10⽉　港区被災市街地復興整備条例　制定
　　　 30年  3⽉　港区震災復興マニュアル　修正
復興まちづくり模擬訓練の開催経緯
　平成25年度　　 ⾼輪管内（⽩⾦台⼀〜三丁⽬）
　　　26年度　   芝管内（芝小地区防災協議会の範囲、芝⼆丁⽬を中⼼とした地区）
　　　29年度　   ⾼輪管内（⽩⾦五〜六丁⽬）
　　　30年度　   ⾼輪管内（⽩⾦台四丁⽬）
　令和元年度　　 芝浦港南管内（芝浦、海岸）
　　　 2年度　　 ⿇布管内（準備中）

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 3,190 － －

96.2%

令和元年度 3,218 10 0 3,228 3,216 99.6%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

災害発⽣時に港区震災復興本部を中⼼とし、区や関係⾏政機関が区⺠・事業者などと協⼒して被災市街地の速や
かな復興と災害に強い市街地形成を進めることができるよう、事前の災害復興体制の確⽴に取り組むものです。

平成３０年度 3,232 0 0 3,232

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

3,110

 ２ 基本政策 　１　都⼼の活⼒と安全・安⼼・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 街づくり支援部　都市計画課

 １ 事業名 　復興まちづくりの推進  １０ 事業費の状況


